
省

令

無
線
従
事
者
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

無
線
従
事
者
規
則
（
平
成
二
年
郵
政
省
令
第
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下「
対
象
規
定
」と
い
う
。）

は
、
こ
れ
を
加
え
る
。

改

正

後

改

正

前

（
免
許
証
の
交
付
）

（
免
許
証
の
交
付
）

第
四
十
七
条

総
務
大
臣
又
は
総
合
通
信
局
長
は
、

免
許
を
与
え
た
と
き
は
、
別
表
第
十
三
号
様
式
の

免
許
証
を
交
付
す
る
。

第
四
十
七
条

﹇
同
上
﹈

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
免
許
証
の
交
付
を
受
け
た

者
は
、
無
線
設
備
の
操
作
に
関
す
る
知
識
及
び
技

術
の
向
上
を
図
る
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

﹇
新
設
﹈

備
考

表
中
の
﹇

﹈
の
記
載
及
び
対
象
規
定
の
二
重
傍
線
を
付
し
た
標
記
部
分
を
除
く
全
体
に
付
し
た
傍

線
は
注
記
で
あ
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
は
、
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ

る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
る
。

改

正

後

改

正

前

（
財
務
諸
表
）

（
財
務
諸
表
）

第
十
四
条

研
究
所
に
係
る
通
則
法
第
三
十
八
条
第

一
項
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、

独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
に
定
め
る
行
政
コ
ス
ト

第
十
四
条

研
究
所
に
係
る
通
則
法
第
三
十
八
条
第

一
項
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、

独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
に
定
め
る
行
政
コ
ス
ト

第
十
五
〜
十
六
条

﹇
略
﹈

第
十
五
〜
十
六
条

﹇
略
﹈

計
算
書
、
純
資
産
変
動
計
算
書
及
び
キ
ャ
ッ

シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
並
び
に
連
結
貸
借
対
照

表
、
連
結
損
益
計
算
書
、
連
結
純
資
産
変
動
計
算

書
、
連
結
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
及
び
連

結
附
属
明
細
書
と
す
る
。

計
算
書
、
純
資
産
変
動
計
算
書
及
び
キ
ャ
ッ

シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
と
す
る
。

（
通
則
法
第
三
十
八
条
第
四
項
の
主
務
省
令
で
定

め
る
書
類
）

（
通
則
法
第
三
十
八
条
第
四
項
の
主
務
省
令
で
定

め
る
書
類
）

第
十
七
条

研
究
所
に
係
る
通
則
法
第
三
十
八
条
第

四
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
連
結
貸
借

対
照
表
、
連
結
損
益
計
算
書
、
連
結
純
資
産
変
動

計
算
書
、
連
結
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
及

び
連
結
附
属
明
細
書
と
す
る
。

第
十
七
条

研
究
所
に
係
る
通
則
法
第
三
十
八
条
第

四
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
連
結
貸
借

対
照
表
、連
結
損
益
計
算
書
、連
結
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・

フ
ロ
ー
計
算
書
、
連
結
剰
余
金
計
算
書
、
連
結
附

属
明
細
書
と
す
る
。

備
考

表
中
の
﹇

﹈
は
注
記
で
あ
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
省
令
は
、
令
和
二
年
十
二
月
十
五
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
財
務
諸
表
の
作
成
に
係
る
経
過
措
置
）

２

こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
国
立
研
究
開
発
法
人
産
業
技
術
総
合
研
究
所
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に

人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
第
十
四
条
の
規
定
及
び
第
十
七
条
の
規
定
は
、
令
和
二
年
四
月
一
日
以
後
に
開
始
す
る
事

業
年
度
に
係
る
財
務
諸
表
（
独
立
行
政
法
人
通
則
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
三
号
）
第
三
十
八
条
第
一
項
に
規
定

す
る
財
務
諸
表
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）に
つ
い
て
適
用
し
、
同
日
前
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
係

る
財
務
諸
表
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

令和年月日 月曜日 第号官 報
〇
総
務
省
令
第
百
十
六
号

電
波
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
三
十
一
号
）
に
基
づ
き
、
無
線
従
事
者
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の

よ
う
に
定
め
る
。

令
和
二
年
十
二
月
十
四
日

総
務
大
臣

武
田

良
太

〇
経
済
産
業
省
令
第
八
十
七
号

独
立
行
政
法
人
通
則
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
三
号
）
第
三
十
八
条
第
一
項
及
び
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
国

立
研
究
開
発
法
人
産
業
技
術
総
合
研
究
所
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
二
年
十
二
月
十
四
日

経
済
産
業
大
臣

梶
山

弘
志

国
立
研
究
開
発
法
人
産
業
技
術
総
合
研
究
所
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
省
令

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

国
立
研
究
開
発
法
人
産
業
技
術
総
合
研
究
所
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
（
平

成
十
三
年
経
済
産
業
省
令
第
百
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
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